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事業説明会の趣旨

◆この説明会は、『文化的施設（仮称）』の整備において必要となる民有地の取得にあ

たり、土地収用法（昭和26年法律第219号）第16条に規定する『事業の認定』を受ける

ため、同法第15条の14の規定に基づき当該事業に利害関係を有する者（町民等）に対

し、事業の【目的】及び【内容】について説明するもの。

事業説明会 申請
申請書の

公告・縦覧

公聴会
第三者機関

の意見聴取
認定

【手続きの流れ】

必要に応じて事業認定庁（高知県知事）が実施

町で申請書の写し
を２週間縦覧

【縦覧期間中にできること】
➊公聴会開催の請求
➋意見書の提出

※請求先・提出先は事業認定庁

（高知県知事）となります。

（町➡事業認定庁に提出）（令和5年4月19日）
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土地収用法とは…

・土地収用法とは … 公共の利益となる事業に必要な土地などの収用※または使用に関して定められた法律。
※「収用」とは … 国や地方公共団体などが、公共事業のために必要となる土地などを土地収用法に定め

られた手続きに基づいて取得していくこと。
・個人の財産は憲法（第29条第1項）により保障されていて、誰であろうと個人の財産を勝手に奪うことは

できませんが、同法第29条第3項において「私有財産は、正当な補償の下に公共のために用いることがで
きる」と規定されています。
つまり、公共の利益・福祉のために必要があると認められたときは、個人の財産を「正当な補償」を支払
うことによって取得することができるとされており、土地収用法ではそのための手続きや補償の内容など
について、詳しく規定されています。

・土地収用法における「事業の認定」とは、土地収用の目的となる事業が「土地収用法に定められた事業に
関するもの」であると認められるための手続きで、「起業者（今回の場合は四万十町）に事業を遂行する十
分な意思と能力があるか」「土地を収用・使用する公益上の必要があるかどうか」などが審査されます。

・これにより、公共の利益の増進と私有財産との調整を図り、国土（土地）の適正かつ合理的な利用を図る
ことを目的としています。

・土地収用法には「土地を収用または使用できる事業」として、以下のような事業が定められています。
【 土地収用法に定められた事業の例 】

・道路法による道路 ・河川法による河川 ・学校教育法に規定する学校 ・水道法による水道
・社会教育法による公民館、博物館や図書館法による図書館 ・国又は地方公共団体が設置する庁舎
・国又は地方公共団体が設置する公園、緑地、広場、運動場、墓地、市場その他公共の用に供する施設 …など

・なお、通常であれば、国や地方公共団体などは、道路、鉄道、河川、公園などの公共事業のために必要と
される土地を取得しようとする場合は、土地所有者との話し合いによって土地を取得していますが、何ら
かの理由でその話し合いがまとまらない場合は、土地収用法に基づいて「事業認定の手続」等をとって、
土地を取得していくことになります。

・また、土地収用法やその他の法律で収用権が認められている公共事業のために土地建物を売った場合には、
収用などの課税の特例が受けられます。
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土地収用法（抜粋）

※主要な部分のみ抜粋しています。

第１条 この法律は、公共の利益となる事業に必要な土地等の収用又は使用に関し、その要件、手続及び効果並びにこれに伴
う損失の補償等について規定し、公共の利益の増進と私有財産との調整を図り、もつて国土の適正且つ合理的な利用に寄与
することを目的とする。

第３条 土地を収用し、又は使用することができる公共の利益となる事業は、次の各号のいずれかに該当するものに関する事
業でなければならない。
(22) 社会教育法（昭和24年法律第207号）による公民館（同法第42条に規定する公民館類似施設を除く。）若しくは博物館

又は図書館法（昭和25年法律第118号）による図書館（同法第29条に規定する図書館同種施設を除く。）
(32) 国又は地方公共団体が設置する公園、緑地、広場、運動場、墓地、市場その他公共の用に供する施設

第15条の14 起業者は、次条の規定による事業の認定を受けようとするときは、あらかじめ、国土交通省令で定める説明会の
開催その他の措置を講じて、事業の目的及び内容について、当該事業の認定について利害関係を有する者に説明しなければ
ならない。

第16条 起業者は、当該事業又は当該事業の施行により必要を生じた第３条各号の一に該当するものに関する事業（以下「関
連事業」という。）のために土地を収用し、又は使用しようとするときは、この節の定めるところに従い、事業の認定を受
けなければならない。

第23条 国土交通大臣又は都道府県知事は、事業の認定に関する処分を行おうとする場合において、当該事業の認定について
利害関係を有する者から次条第２項の縦覧期間内に国土交通省令で定めるところにより公聴会を開催すべき旨の請求があつ
たときその他必要があると認めるときは、公聴会を開いて一般の意見を求めなければならない。

第24条 国土交通大臣又は都道府県知事は、事業の認定に関する処分を行おうとするときは、申請に係る事業が第20条に規定
する要件に該当しないことが明らかである場合を除き、起業地が所在する市町村の長に対して事業認定申請書及びその添附
書類のうち当該市町村に関係のある部分の写を送付しなければならない。

２ 市町村長が前項の書類を受け取つたときは、直ちに、起業者の名称、事業の種類及び起業地を公告し、公告の日から２週
間その書類を公衆の縦覧に供しなければならない。

第25条 前条第２項の規定による公告があつたときは、事業の認定について利害関係を有する者は、同項の縦覧期間内に、都
道府県知事に意見書を提出することができる。

第25条の２ 【第１項略】
２ 都道府県知事は、事業の認定に関する処分を行おうとするときは、あらかじめ第34条の７第１項の審議会その他の合議制

の機関の意見を聴き、その意見を尊重しなければならない。ただし、第24条第２項の縦覧期間内に前条第１項の意見書（都
道府県知事が、事業の認定をしようとする場合にあつては事業の認定をすることについて異議がある旨の意見が記載された
ものに限り、事業の認定を拒否しようとする場合にあつては事業の認定をすべき旨の意見が記載されたものに限る。）の提
出がなかつた場合においては、この限りでない。
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取得する用地の概要

➊

【取得する用地の概要】
➊地番203-2 宅地140.10㎡
➋地番203-8 宅地 75.88㎡

計215.98㎡

➋

旧都築邸

岩本寺

＝文化的施設（建築位置）※
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これまでの経過及び今後の予定（詳細版）

平成28年度
(2016年)

令和元年度
(2019年)

令和２年度
(2020年)

令和３年度
(2021年)

令和４年度
(2022年)

平成30年度
(2018年)

令和５年度
(2023年)

平成29年度
(2017年)

５
～
８
月

地
域
座
談
会
を
開
催

→

図
書
館
等
の
文
化
施
設
の
充
実
を
求
め
る
意
見
あ
り

９
月

地
域
座
談
会
で
の
意
見
内
容
を
議
会
９
月
定
例
会
の
「
行
政
報
告
」
の
中
で
報
告

12

月

議
会
定
例
会
に
お
い
て
文
化
的
施
設
（
図
書
館
）
関
連
の
一
般
質
問
等
が
始
ま
る

９
月

文
化
的
施
設
検
討
委
員
会
（
15

名
）
を
設
置

※

令
和
２
年
３
月
ま
で

３
月

文
化
的
施
設
「
基
本
構
想
」
策
定

９
月

議
会
９
月
定
例
会
の
行
政
報
告
に
お
い
て
「
建
設
予
定
地
」
表
明

２
月

文
化
的
施
設
「
基
本
計
画
」
策
定

２
月

基
本
設
計
の
委
託
先
を
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
に
よ
り
決
定

４
月

総
合
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
委
託
業
務
を
契
約

７
月

検
討
委
員
会
「
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
運
営
等
支
援
委
託
業
務
」
を
契
約

→

策
定
に
着
手

４
月

「
基
本
設
計
」
及
び
「
サ
ー
ビ
ス
計
画
」
策
定
業
務
等
に
着
手

４
月

「
補
完
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
委
託
業
務
」
を
契
約

３
月

文
化
的
施
設
「
基
本
設
計
」
完
了

３
月

文
化
的
施
設
「
サ
ー
ビ
ス
計
画
」
策
定

７
月

地
域
情
報
化
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
委
託
業
務
を
契
約
（
総
務
省
補
助
事
業
／
町
負
担
な
し
）

▼
文
化
的
施
設
建
設
反
対
の
「
嘆
願
書
」
受
付

３
月

「
基
本
計
画
策
定
及
び
設
計
事
業
者
選
定
公
募
支
援
委
託
業
務
」
を
契
約

→

策
定
に
着
手

９
月

補
正
予
算
（
「
継
続
費
」
と
「
予
算
（
実
施
設
計
委
託
料
・
用
地
購
入
費
等
）
」
）
議
決

令和６年度
(2024年)

<参 考>
合併特例債発行(借入)

期限： 令和７年度

４
月

企
画
課
内
に
「
文
化
的
施
設
整
備
推
進
室
」
を
設
置

７
月

文
化
的
施
設
整
備
事
業
に
関
す
る
意
見
公
募
手
続

条例に基づく意見公募手続を実施

10

月

文
化
的
施
設
「
実
施
設
計
」
完
了

11

月

文
化
的
施
設
「
実
施
設
計
」
着
手

文
化
的
施
設
「

開

館

」
予
定

12

月

過
疎
計
画
の
変
更
議
案
、
継
続
費
（
Ｒ
３
年
度
議
決
予
算
）

の
増
額
変
更
及
び
関
連
補
正
予
算
議
決

用
地
等
の
購
入
（
土
地
収
用
法
に
基
づ
く
各
種
手
続
）

建
築
工
事
等
の
発
注
・
契
約

引
越
し
作
業
・
開
館
準
備

施
設
整
備
竣
工

（

工
期
：
最
短
で
約
14

ヵ
月

）

11

月

町
民
向
け
「
説
明
・
意
見
交
換
会
」
開
催

▼
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
世
界
的
な
蔓
延

当
初

建
築
工
事
費
等
の
予
算
計
上

１
～
２
月

文
化
的
施
設
「

住
民
説
明
会

」
開
催
（
町
内
７
会
場
）
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これまでの経過及び今後の予定（簡易版）

平成29 ～ 令和２年度 令和３年度

▼
基
本
構
想
を
策
定

町文化的施設

基本構想

町教育委員会

平成31年3月

令和５ ～ ６年度

▼
文
化
的
施
設
検
討
委
員
会
を
設
置

▼
サ
ー
ビ
ス
計
画
を
策
定

町文化的施設

サービス
計 画

四 万 十 町

令和４年3月

町文化的施設

基本計画

四万十町
2020年2月

▼
基
本
計
画
を
策
定

▼
実
施
設
計
の
完
了

▼
施
設
開
館
（
予
定
）

令和４年度

▼
基
本
設
計
の
完
了

▼
令
和
３
年
議
会
９
月
定
例
会
に
お
い
て

令
和
３
年
度
以
降
の
整
備
等
に
要
す
る
「
予
算
」
を
議
決

現在

▶基本設計とは … 
実施設計のための方向性や大まか
な仕様を決める設計図書のこと

▶実施設計とは … 
基本設計を踏まえ、
施設の建設に必要
な図面や構造・工
法・数量等を定め
た建物の最終的な
設計図書のこと

▼
令
和
４
年
議
会
12

月
定
例
会
に
お
い
て

資
材
価
格
の
高
騰
等
に
伴
う
「
継
続
費
」
の
増
額
を
議
決

▼
土
地
収
用
法
に
基
づ
く
事
業
説
明
会

▼
本
体
工
事
着
工

※

工
期
：
最
短
で
14

か
月

▼
用
地
取
得
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書架の間隔: 90㎝

図書館・美術館の現状

面積:615.65㎡ 障がい者
用トイレ

狭く利用
しづらい

美術作品の収蔵庫

通路の間
隔が狭い

老朽化

図
書
館

(
 

本

館

)

美
術
館

共

通

届 き
づらい

収蔵スペー
スが限界

作品の保存
状態に影響

適切な管理が
できない状況

収蔵品点検の様子

書架の
高 さ
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書架の間隔:90㎝

文化的施設整備（ハード面改善）の必要性

面積:615.65㎡

図書館・美術館の 現 状 ( 課 題 )
▶約35年前に法務局とその宿舎として建てられた施設で、用途に適した仕様になっていない
▶通路や書架の間隔が狭いなど、公共施設としてのユニバーサルデザインに欠けている
▶美術作品の適切な管理が困難な状況
▶本を読んだり、学習する場所が少なく居場所がない … など

▼現図書館(本館)・美術館 ➡ 多くの課題を抱え、公共施設として不十分な状況

障がい者用トイレ

狭く
利用しづらい

美術作品の収蔵庫

現 状

収蔵スペース
が限界

老朽化

施設（ハード）面の

環境改善部分文化的施設
延床面積：1,996.71㎡

必要最低
限対応す
べき部分

(必須部分)

美術作品の適切な
収蔵環境の整備
(スペース・温湿度管理)

蔵書数の充実
（8.2万冊収蔵可能）

移動図書館車に
対 応 す る 設 備

自由に使える
座 席 の 設 置

（100席以上）

事 務
スペース
の 改 善

ユニバーサル
デ ザ イ ン に
配慮した設計

▶書架の間隔： 115～130cmに拡大
▶トイレ：オストメイト対応のもの

や、介助用ベッド等がある多機能
トイレ、子ども用トイレの設置

▶授乳室、スロープ、エレベーター
の設置 …など

複合施設として整備することのメリット
▶施設の整備費用や、運営に係る経費の縮減
▶事務室・トイレや通路等を共有して効率化
▶専門職を配置しつつ事務処理を共有・効率化

「ソフト面を充実」させるためには、必要最低限の「ハード面の改善」が必須

8



図書館や読書・情報環境の現状と課題（蔵書数比較）

望 ま し い と
さ れ て い る
蔵書数との差

約４万冊
四万十町の
人口規模で

（1.5～2万人）

望ましいと
されている
蔵書数(約)

11～12万冊

▶最大収容冊数で
あり、整備直後
の冊数ではない

▶１年間の増加図
書冊数を3 ,000
冊とし、約10年
間で達する予定

▶広域な町域へ移
動図書館やサテ
ライト貸出等で
サービスを行き
渡らせていくに
は、これでも不
十分ではないか

大正分館
27,187冊

本 館
47,424冊

合 計
74,611冊

文化的施設
8万2千冊

大正分館
3万冊

整備後の
蔵書計画
合 計

11万2千冊

出典：第２期(令和４～8年度)オーテピア高知図書館サービス計画
［参考資料］『日本の図書館 統計と名簿』電子媒体版／日本図書館協会1999～2020

四万十町の現状
(R３年度末)

文化的施設
（ 開館後 ）

「望ましい基準」を目標に蔵書数を充実

高知県全体は、「望ましい基準＊1」に対して50%程度しか充足しておらず、
都道府県別の蔵書数*2のランキングにおいて、全国で最下位となっている
＊2 都道府県立図書館と市区町村立図書館の蔵書数の合計

➡県内の読書環境・情報環境は厳しい状況
＊1 望ましい基準：ここでは「文科省－図書館の在り方検討協力者会議がまと

めた報告書において人口規模別に示された自治体あたりの蔵書冊数」をいう

9



▶県民一人あたりの年間貸出冊(点)数は、年々増加しているものの、高知市を除く県内市町村では、全国平均
の５割程度にとどまっており、全国平均に比べかなり低い水準にある。一方、高知市ではオーテピア高知
図書館開館後は著しく増加し、全国平均を上回っている。

▶四万十町では、大正分館整備後は増加傾向にあるものの、全国平均や県内平均に比べると著しく低い水準
にある。

図書館や読書・情報環境の現状と課題（貸出冊数の推移）

4.09

4.63

5.04

4.6

6.65

4.49

5.13

5.44 5.42

5.13

2.82

3.22

3.67 3.65

4.42

1.97

2.26

2.59
2.72

2.53
1.05

1.55

1.84 1.87

2.59

0

1

2

3

4

5

6

7

H10(1998) H15(2003) H20(2008) H25(2013) R元(2019)

一人あたり貸出冊数
高 知 市

全国平均

県内平均

県内平均
(高知市除く)

四万十町

(冊)

出典：第2期(令和４年度～令和8年度)オーテピア高知図書館サービス計画

H30オーテピア
高知図書館開館

H26町立図書館
大 正 分 館 開 館
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１階

移動図書館
作業スペース

交流コーナー

温湿度管理ができる
美術品収蔵庫

アートギャラリーと
一体的に活用できる庭

各機能を一体的に運営
窓口と事務室

学校連携・WEBサービス

障がい者等用駐車スペース

オストメイト対応
多機能トイレ

交流コーナー

アートギャラリー

多目的室

文化的施設の整備とサービス計画

▶町民の課題の数だけ需要がある
▶施設の完成が目的(ゴール)ではなく、町民が活用しながら一緒に創り上げていくことが重要

施設をきっかけ(核)として、町の文化や人の流れを活性化する

町民の生活や学習・文化活動を支え、さまざまな課題に向き合うために必要な文化的施設とは…

単なる「図書館・美術館」の建替えではなく、四万十町の文化施策の「核」となる施設をつくること

▶基本構想・基本計画の方針や方向性を具体化し、文化的施設で提供するサービスの基本的な考え方と、具体的な実行
計画を示すものとして「サービス計画」を策定。

▶基本設計をもとに、サービス計画と一体となった施設の「実施設計」が完成。

現在の町立図書館・美術館の課題を解決し「サービス計画」を実現するために必要な機能を備えた施設

【 図書館機能 】
▶収容冊数８万２千冊の実現
▶遠隔地への図書館サービスを行う移動図書館
▶みんなの居場所・100席以上の閲覧席と静読室を実現

【 美術館機能 】
▶多様な活動を支える空間の新設
▶美術品を守る収蔵庫の実現

【 展示機能 】
▶町内の回遊を促す展示を実現

幼児スペース
おはなしコーナー

ビジネスに役立つ
課題解決コーナー

静読室

展示スペース

【 コミュニティ機能 】
▶交流を促す「場」を実現

開架スペース
くつろげる閲覧席

グループ席がある
ティーンズコーナー

キッズコーナー
子育て支援コーナー

多機能トイレ

キッズトイレ

２階

※各コーナー名は仮称

四万十町文化的施設サービス計画QRコード➡
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文化的施設＝これらを実現するための「まちづくりの拠点」

現図書館・美術館

文化的施設がある未来（イメージ図）

これまで これから

▶本の収集・貸出
▶本を静かに読む

ところ

図

書

館

▶作品の収集保管
▶作品を静かに鑑

賞するところ

美

術

館

・まちの情報が集
まる場になる

・交流の場になる
例えば…掲示板の設

置や町民企画による

中庭でのイベント

・子育て助けあい
の場になる

・学びあいの場に
なる

・多世代が集う場
になる

・参加や活躍の場
になる
例えば…読み聞かせ

ボランティアやサポ

ーター・子ども司書

・誰でも気軽に
利用できる場
になる

できた
こと

化学
反応

期待される

効 果

それによって
何が生まれる？

どんな効果が

期待できる？

四万十町文化の発信
地域内の交流促進
町民の課題解決
まちなかのにぎわい
地域産業の活性化

【過去】 【現在】 【未来】

まちの『知の連環』

❹コミュニティ機能
(仕組み・仕掛けづくり)

町
内
各
施
設

郷土資料館

ふるさと未来館

民族資料館

▶保存・継承
▶展 示
▶町内の回遊
(まちじゅう美術館)

▶ デジタルアーカイブ

▶ ポータルサイト

さらに

始まっています
「サービス計画」

▶ 課題解決への支援
▶ ﾃｨｰﾝｽﾞｺｰﾅｰの設置
▶ 移動図書館、サテ

ライト貸出、学校
連携など

▶ 収蔵環境等の改善
▶ 対話型鑑賞の体験
▶ プロジェクト型ア

ート体験の実施

❶
図
書
館
機
能

・

❷
美
術
館
機
能

・

❸
展
示
機
能

できる
こと

・町民の幸福度

・町の魅力度

・来訪者や移住者の増加

・定住者の増加

UP UP
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文化的施設がある暮らし～202X年（イメージ図）～

産業振興

仲間づくり

情報発信

異業種交流
・情報が集まる場
・交流の場
・学びあいの場

町民の活躍

私の世代（65歳）だと、図書館と聞くと、どうして
も子どもが本を読みに行くところというイメージだっ
たので、正直あまり期待していなかったのです。です
が、いい意味で期待を裏切られました。

交流コーナーでは30代、40代の現役世代が熱く議論
していました。何気なく耳を傾けていると、どうやら
この「文化的施設」を核に窪川、ひいては四万十の町
をどうしていくか議論していたようです。…(略)…こ
れがきっかけになって実は60の手習いで放送大学の学
生になったんです。…(略)
「四万十町文化的施設基本計画」P.13

文化的施設の利用体験ストーリーより

【 文化的施設ができた数年後… 】

文化的施設は、町立図書館の本館として、大正分館・十和分館、移動図
書館、サテライト貸出を支え、所蔵している資料は町のあちこちで利用さ
れています。また美術や歴史資料の展示を見たり、アート活動に気軽に参
加できるようになりました。四万十町の資料もたくさんあり、先人の知恵
に触れる機会が増え、インターネットを通じて町外とのつながりも増えて
きました。

小・中学校では、先生と子どもたちがデジタルアーカイブから動画を見
つけて、四万十町の先人や歴史について勉強を深めています。

支えあい
学びあい

みんなの
居場所

仲間づくり
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基本設計をベース
とした主に建築工
事費の物価上昇に
伴う影響分

本体工事費等

13.5

本体工事費等

19.63
本体工事費等

19.1

本体工事費等

19.1

1.9

20

❶ R3年9月時点

（基本設計）

❷ R4年8月時点

（９月議会）

❸ R4年10月時点

（実施設計）

❹ 予算計上時点

（物価上昇加味）

❺ 本体工事費

の発注時点

事務費等 計画策定費 測量・用地取得費等 設計費 本体工事費等 今後の上昇見込分 本体工事費等の発注金額

総事業費と設計金額

▶総事業費とは…

施設本体の建築工事費のほか、これまでに要した「計画の策定」や「施設の設計」「用地等の購入」、施
設の開館までに必要な「引越し費用」「事務費」なども含めた、平成29年度から令和６年度(予定)までに
必要な経費の総額（見込額を含む）のことです。【注】施設本体の建築工事費だけではありません。

▶設計金額と予算計上(見込)額について

資材単価
の高騰等
により…
総事業費
ベースで

1.39倍

総 事 業 費
23.18 億円

発 注 時 点
に お け る
本 体 工 事
費 等 の
イ メ ー ジ

※ 現 時 点
では未定

総事業費
？ 億円

実施設計
に基づく
建築工事
費等に発
注時まで
の今後の
物価上昇
見込等を
加味して
予算計上

予算計上
額以内で
発 注

総 事 業 費
15.94 億円

総 事 業 費
22.13 億円 総 事 業 費

21.26 億円

※R4.12補正予算
(継続費増額変更)
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実施設計の概要

施設の概要

【延床面積】 1,996.71㎡ ▶参考：基本設計時は2,027.65㎡
【建築面積】 1,527.37㎡
【敷地面積】 3,953.31㎡

➊ アプローチ棟 332.23㎡ ［木 造］
➋ メイン棟 1,474.88㎡ ［鉄筋コンクリート造及び鉄骨造(一部SRC)］
➌ 線路棟 189.60㎡ ［木 造］

◆構 造◆

総事業費 23億1,764万円

施設の詳細は特集チラシ
№15・№19をご覧ください

※メイン棟の裏側

アプローチ棟

メ イ ン 棟

※実施設計に基づく建築工事費等に、発注時までの
今後の物価上昇見込等を加味した金額。

線路棟

15



総事業費と維持管理費

予算計上予定額 令和３年９月時点 主な歳出の内容

計 画 策 定 3,674万円 3,920万円 基本設計策定、設計事業者選定公募支援、総合ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ委託等

測量・用地取得等 3,919万円 4,055万円 旧役場本庁舎跡地用地測量、地質調査、用地購入、支障物件等移転補償等

設 計 費 1億 663万円 9,661万円 基本設計、実施設計、旧役場本庁舎跡地擁壁補強工事設計等

本 体 工 事 費 等 21億 314万円 13億 8,630万円
本体工事費（建築主体、電気・機械設備）、設計監理、附帯工事、町産材
調達、備品等

事 務 費 等 3,194万円 3,165万円 図書システム等整備、図書等引越費用、会計年度任用職員報酬、旅費等

計 23億 1,764万円 15億 9,431万円

▶総事業費（平成29～令和6年度計）

年間 8,096万円

▶現施設と比較して ＋4,388万円

ただし、施設整備の有無に関わらず、専門

職の雇用や資料費の増額、事業費や移動図

書館の経費等で約2,700万円の増額は必要

▶令和３年９月の試算と比較して＋150万円

維持管理費（ランニングコスト）

7億 2,333万円の増

ただし、町の実質的な負担額は …

2億 6,366万円の増

総 事 業 費（イニシャルコスト）

※実質的な負担額については次頁参照

※予算計上予定額とは … 実施設計に基づく建築工事費等に、発注時ま
での今後の物価上昇見込等を加味した金額。

「予算計上予定額」と「令和３年９月時点」を比較すると…
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維持管理費（ランニングコスト）内訳
R04.11.30現在

必要最低
限対応す
べき部分
(必須部分)

＋2,699万円

現 状

3,732万円

人 件 費 資 料 費 事業費
組 織

運営費
施設管理費 事務費

会計年度任用職員８名計 2,064万円
（うち司書２名）

シルバー人材センター委託 249万円

正職員（館長等／兼務） 632万円

図書購入等

504万円

読書推
進活動
・講師
謝金等

86万円

協議会
委 員
報 酬

20万円

光熱水費
・消耗品
費・警備
委託・清
掃管理委
託料など

330万円

ライセ
ンス使
用料・
負担金
など

96万円

正職員（館長等／専任） ＋938万円
※専任に伴う増額分

正職員（司書・学芸員） ＋900万円
会計年度任用職員 🔺227万円
シルバー人材センター委託 🔺249万円

図書購入費
等の増額分

＋446万円

整備に伴
う増額分

＋1,665万円

プロジェクト

＋431
万円

移 動
図書館
＋300

万円
報 酬
🔺5万円

システ
ム料等
＋165

万円

図書購入費
等の増額分
＋400万円

報 酬
＋7万円

光熱水費・
清掃管理委
託・消耗品
等の増額分

＋1,237万円
リース等
＋21万円

人 件 費 計
4,058万円

施設管理費計
1,567万円

資 料 費 計
1,350万円

図書館本館
・大正分館
・美術館計
(R04当初予
算ベース)

事業費計
817万円

組織運営費
計22万円

事務費計
282万円

合 計
8,096万円
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町には127億5,529万円※１の貯金があります。

では、なぜ起債（借金）をするのか？

①建設地方債の考え方
➡世代間負担（将来の町民）との公平性の確保

②地方交付税措置
➡返済額の70％※２を国が措置

③合併特例事業債には期限あり
➡合併特例事業債は令和７年度までの制度

➡過疎対策事業債は令和12年度まであるが、

使用できるのは「図書館」のみ

※１：令和3年度末の普通会計「積立基金」残高

※２：当事業で使用する合併特例債や過疎対策事業債の場合

◆知っていて欲しい３つのポイント◆

財源内訳と町の実質的な負担額（内訳）

総事業費
（見込額）

左の財源内訳

国・県 地方債 基 金 一般財源

23億1,764万円 0万円 20億4,170万円 2億1,170万円 6,424万円

町の借金 町の貯金

【 町の実質的な負担額 】

➊ 総事業費 23億1,764万円

➋ 地方交付税として措置される額

（地方債の額×70％）

14億2,919万円

つまり、町の実質的な負担額は…

➊－➋ ＝ ❸ 8億8,845万円

令和３年９月と比較して、実質的な

負担は … 2億6,350万円の増

※利子分を除く

❶
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財源内訳と町の実質的な負担額（イメージ図）

❶ H29～R6総事業費 23億1,764万円

地 方 債 (借金) 20億 4,170万円

［内訳］合 併 特 例 債 11億 3,170万円

過疎対策事業債 9億 1,000万円

❷ 地方交付税措置 14億 2,919万円

（地方債×70％）

❸ 町の実質的な負担額 8億8,845万円

一般財源
2億 7,594万円

（基金取崩し含む）

地 方 債 に 対 す る
町 の 負 担 額

6億 1,251万円

（ 地 方 債 × 3 0％ ）

地方債分を除く
町 の 負 担 額

2億 7,594万円

事業費の一部を国等から借り入れ(借金)

地方債(借金)の７割が、国から地
方交付税として措置(交付)される

❶－❷＝
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【参考】地方債残高と基金残高の推移

▶地方債残高の推移

14,958 

16,880 
15,971 15,573 14,720 13,613 13,450 13,547 13,729 

13,621 

4,859 

4,886 
4,982 5,150 

5,177 
5,199 5,162 5,020 4,849 4,728 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

6．1％

１０．４％

臨時財政対策債を除く残高

実質公債費比率

交付税措置を除く実質的

な地方債残高（＝借金）

臨時財政対策債の残高

（比率：％）（残高：百万円）

19,817
21,766

20,953 20,723 19,897 18,812 18,612 18,567 18,578 18,349

▶基金残高の推移（積立基金）

3,111 3,504 3,744 4,089 4,335 4,730 5,006 5,061 5,294 5,576 

3,388 
3,770 3,644 

4,480 4,859 
5,470 5,629 5,979 

6,705 7,179 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

特定目的

基 金

財 政

調整的な

基 金

交付税措置を除く実質的
な地方債残高（＝借金）

（残高：百万円）

［出典］令和３年度四万十町普通会計決算の状況（抜粋）

6,499
7,274

8,569
7,388

9,194 10,200 10,635
11,040

11,999 12,755

次ページでポイントを説明 ➡

R3末の地方債残高 183億49百万円

R3末の基金残高 127億55百万円

※実質的な残高については次頁参照
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【参考】❺令和３年度末基金残高 127億55百万円

実質的な地方債残高と実質公債費比率

❹実質的な借金残高

40億58百万円
（22.1％）

➊ 令和３年度末の地方債残高 183億49百万円

➋ ただし、四万十町では「合併特例債」や「過

疎対策事業債」など、町が返済するお金に対し
地方交付税措置がある有利な地方債を活用

➌ 地方債残高183億49百万円のうち、

142億91百万円は地方交付税として国から交付

➍ このため、町の実質的な借金は40億58百万円

▶ポイント① ～実質的な地方債残高～

実質公債費比率とは … 町の財政状況を確認する指標の１つ

●令和３年度末時点で6.1％
●文化的施設整備後のピークである

令和10～11年時点で9.1％の見込み
※実質公債費比率の上昇は、文化的施設施設の影響だけ

ではありません。（その他のハード整備の影響等も含む）

●過去のピークは平成20年度末時点で17.5％

▶ポイント② ～実質公債費比率～

❸地方交付税措置

142億91百万円
（77.9％）

❶令和３年度末地方債残高

183億49百万円の内訳

財政調整的な
基 金

（自由に使える貯金）

55億76百万円

地方債（借金） 基 金（貯金）

特定目的基金
（特定の目的のための貯金）

71億79百万円

❺令和３年度基金残高
127億55百万円の内訳

◆早期健全化基準（ｲｴﾛｰｶｰﾄﾞ）25％

◆財 政 再 生 基 準 （ﾚｯﾄﾞｶｰﾄﾞ）35％

こうしたことも踏まえ事業を計画

21


